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米

畜産

野菜

果実

その他



日本は大農産国？ 金額ベースで比較 （２０１８年統計、括弧は以外の年）

ランク 国 生産額(１０億ドル） 穀物生産量（百万トン）

１ 中国 １０２０ ６１０（１）

２ インド ４０６ ３１８（３）

３ アメリカ １６７ ４６８（２）

４ インドネシア １３３ １１３（４）

５ ナイジェリア ８４（１６） ２６（２３）

６ ブラジル ９２（１７） １０３（６）

７ パキスタン ７０（１７） ４２（１３）

８ 日本 ５９（１９）⇒８６（107円/$） １１（３５）

９ ロシア ６３（１７） １０９（５）

１０ イラン ４１（１６） ２１（２８）



主要国の食品等輸出入比較

日本の輸出入額
(2019)

区分
輸出
（億円）

輸入
(兆円）

総額 ９１２１ ９．５

農産物 ５８７８ ６．６

林産物 ３７０ １．２

水産物 ２８７３ １．７



米の生産量と需要動向

生産量(18)：
７８０万トン

消費量(16)：
５４．４kg

需要量(18)：
８２４万トン



日本の農地面積、作付け延べ面積、耕地利用率



耕作面積比較

日本 アメリカ ドイツ フランス イギリス
オースト
ラリア

平均耕作面積
(ha) ２．２７ １６９．８ ５５．８ ５２．６ ７８．６ ２９７０．４

農地面積
(万ha) ４５６ ４０３４５ １６８９ ２９２７ １７３３ ４０９０３

農地／国土
(%) １２．２ ４１ ４７．３ ５３．３ ７１．１ ５７．８

日本の耕地は毎年2万ha減少：1960年600万ha ⇒ 2018年440万ha（２８％減少）



経営耕地面積１０a以上世帯、または農産物販売額が年間１５万円以上の世帯

経営耕地面積３０a以上世帯、または年間５０万円以上農産粒販売世帯

主業農家 農業所得が主で（農業所得５０%以上）、年間６０日以上従事、６５歳未満がいる農家

準主業
農家

農外所得が主で（農業所得５０%以下）、年間６０日以上従事、６５歳未満がいる農家

副業的
農家

年間６０日以上従事、６５歳未満がいない農家

専業農家 世帯員に兼業従事者が1人もいない農家

第１種
兼業農家

世帯員に兼業従事者が1人以上いて、農業所得が兼業より多い農家

第２種
兼業農家

世帯員に兼業従事者が1人以上いて、農業所得が兼業より少ない農家

経営耕地面積３０未満でかつ農産物販売額が年間５０万円以下の農家

経営耕地面積１０a以上世帯、または農産物販売額が年間１５万円以上の世帯

委託を受けて農作業を行う事業体

農　　家　　の　　定　　義

農家以外の農業
事業体

農業サービス
事業体

農　　家

販売農家

自営的農家



農家数と農業従事者の推移

２１６万戸

１６８万人

Ｓ３０ ４０ ５０ ６０ Ｈ７ １２ １７
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（百万戸）

兼業農家

専業農家

農家数の推移

農業経営体数の推移

2005 2010          2015

2015年 区分別農家数

販売農家 １３３

主業農家 ２９

準主業農家 ３９

副業的農家 ７８

自給的農家 ８３



農業就業人口と６５歳以上の割合

農業労働力の分類(１８年）
１）農業従事者（2005：800万人）

１５歳以上、自制農業に従事して
いるもの

２）農業就業人口（１６８万人）

自営農業に従事した者＋兼業者で
農業収入が主たる者
３）基幹的農業従事者（１４０万人）
ふだんの仕事が主に自営農業者

★

平均年齢＝６６．８歳



3%
4%

5%

11%

13%

17%

47%

農業者の年齢構成(2015)

１５～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６４歳

６５～７０歳

７０歳以上

７０歳以上

平均年齢＝６６．８歳



参考資料



耕作放棄地面積の増加推移
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荒廃農地：通常の農作業では栽培できない農地

かい廃：他の目的に転用された農地）

拡張

農地法の改正（企業の土地取得緩和）



耕作放棄地が増加している理由

発生要因 全国
都市的
地域

平地農業
地域

中間農業
地域

山間農業
地域

高齢化・労働力
不足

86.0 87.3 84.0 87.2 85.6 

土地条件が悪い 47.3 28.8 41.0 59.9 60.2 

道路条件等が
悪く通作不便

33.9 28.4 35.0 37.8 32.0 

鳥獣害の被害
が多い

9.4 3.6 1.8 11.1 27.1 

出典：全国農業会議所「遊休農地の実態と今後の活用に関する調査」（平成10年）



新規就農者の動向

課題：新規就農者は４０歳以下が６％を占めるが、３５％が離農している。



営農類型別年間所得と内訳



水田作経営の農家所得の推移（作付面積規模別）



「減反政策」の廃止で、日本の稲作は変化？

1970年から2017年まで（約50年）の「減反政策」が、2018年度に廃止された。

★メリット
１）生産量・価格は政府が決めるため、農家はそのとおりに生産すれば生活が安
定しやすくなる

２）転作補助金（１０ａあたり）廃止：麦、大豆35000、加工用米20,000
★デメリット
１）農業経営者のやる気を削ぎ、自由な発想が生まれない。
２）農業の自由化が進み、海外から米が輸入により競争に負けるリスクもある。

★今後の動向
１）経営者個人が自由に生産量を決められ、大きな収益を生むようになる。
２）海外市場への進出への大きなチャンス
３）企業の農業参画促進
４）競争原理が働き、耕作放棄地の増加
５）飼料米補助金復活(2020年） 12,000円／10a



食料自給率３８％のからくり



１）分子は国産で賄われた熱量であるが、分母は輸入を含めた全熱量。

輸入が減ると自動的に自給率は上がる。仮に輸入が零になると、自給率
100%となる。

２）畜産物は、家畜飼料としての自給率の
低い大量の穀物輸入量が影響している。
また、自給率の高い野菜は、カロリーが
低いので自給率を押し上げることになら
ない。

３）食品の廃棄処理の問題。年間６１２万トン【事業系328、家庭系284)が廃棄
されている。仮に半分に減らすとすると、４５％となる

４）世界各国は、カロリーベースでなく、生産額ベースが主流である。上記の
理由で、農業政策上無意味との指摘もある。

カロリーベースの問題点

畜産物１ｋｇを生産するのに必要な穀物遼（ｋｇ）

牛肉 豚肉 鶏肉 鶏卵

１１ ７ ４ ３



日本の食料自給率－推移－



日本の食料自給率－品目別－



日本と世界の食料自給率比較



棚田について考える

棚田が消滅しつつある？

1988年（２２．３万ha） ⇒ 2005年（１５．８万ha）
⇒2020年（１０万ha)?

理由：

①非効率性（平地水田の１０～２０％減収）
②労働の過酷（耕地の物理的条件の悪さ、機械化導入が困難）
③社会・生活環境の整備の遅れ
④高齢化・少子化・過疎化（生活維持のために離農）
⑤農業政策(米価の低落、減反政策）など



政府は棚田保全のためにいろいろな施策を行ってきた
⇒ しかし､歯止めはかからない

令和元年６月棚田地域振興法が成立





農業・農村の多面的機能（日本学術会議答申、2001年）





棚田を維持するために多額の税金を使っている

１）棚田地域振興法では、４４の施策で補助事業を受けることができる

2020年7月現在：５３２地区が指定を受けている
数百万～数千万円 ｘ 5年間

２）直接関連する事業予算（Ｒ2年度）は、
例えば、①多面的機能支払い交付金 486億円

②山間地域等直接支払交付金 261億円
その他農村整備事業（農村振興局）：4973億円など

因みに、農林省の予算総額は？

2兆3100億円



棚田の機能を正しく評価しているか？

１）農地開発の歴史：
★安土桃山時代：検地による統治機能確立；耕地面積は１５０万ha

★江戸時代各藩は新田開発；沖積地から山間地の林野開墾へ ３００万ha

★明治から戦後３０年代まで一貫して農地開発、用水整備；Ｓ３６年：６０９万ha(最高）

２）「棚田有りき」の議論では本質を見失う？
★もともと森林であった土地を破壊して水田に変えた。
つまり、当該土地の機能が最大限発揮される状態との比較検討が必要
例えば、古代の日本列島は照葉樹林で覆われていた。この状態と棚田の機能比較（保水効果など）

★最近の起る集中豪雨は、棚田の保水能力を大幅に越えている。
★耕作放棄地にスギ、ヒノキの植林を奨励し、弱効果を招いた。
★農薬や化学肥料を使用や小川などのコンクリート化など環境破壊につながった。

３）棚田を全てなくす必要はないが、農村崩壊は避けられない。棚田を残すより常緑樹林化へ転換し、
農村・農業の集約・高度化を目指すべき。
こうした視点での議論がなされてもよい。学術論文や報告書はほとんどない。



山口県の農業は？

Ｑ）山口県の代表的農産品は？

Ａ）山口県のＨＰの記載（山口県には全国的に名が知れた産物はありませんが・・・・）

2018年ランキング：レンコン（5位）、栗（9位）、玉葱（12位）、みかん(18位）

Ｑ）山口県の農産品の生産額は？

Ａ）生産額：654億円（39位）、因みに米は228億円(27位）

Ｑ）山口県の農林水産部の予算は

Ａ）366億円（R2）、（一般会計：6741、商工労働部：461、教育：1383、土木：761）

Ｑ）山口県の農林水産部職員数は？

Ａ）939人：知事部局の3578人の26%、（商工労働部：211、土木：843）



山口県の農業センサス（2015）

１）農業経営体数21,417（家族：20,918、組織(農業法人、会社等）:499）

２）耕地面積（千ha)：経営耕地；２９ (5年で２０%減少）、うち借地；１２

３）規模別比率： 0.3ha以下 0.3～１ha                                     １～3ha             3ha以上

平均：1.4ha

４）販売額別割合 販売なし 50以下 50～100 100～500 500-1000 1000以上
（単位:万円）

５）山口県、宇部市の農家数：

６２％ ２８％ ５％４％

総農家数 自給的 専業 第1種
兼業

第２種
兼業

土地持非
農家

基幹的
農業従事者

山口県 35,542 15,235 7,978 1,457 10,872 26,665 23,331

宇部市 1,754 769 332 79 574 2665 1,133



完


